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研究成果の概要（和文）：本研究課題では、契約当事者間の権利義務の「不均衡」が見られる場面や情報・交渉
力の「不均衡」が見られる場面として、以下の3つの観点から検討した。第1に、民法の「定型約款」規定の意義
や解釈論を中心に、消費者契約だけではなく賃貸借や労働契約にも視野を広げて、契約内容規制における「不均
衡」概念の意義を分析した。第2に、当事者の年齢等に由来する「脆弱性」から生じる契約当事者間の権利義務
の不均衡を是正する方法について、2018年の消費者契約法改正やフランスの「脆弱性の濫用」法理や「経済的強
迫」法理を元に分析した。第3に、フランス消費法で特に注目されている論点をいくつか取り上げて分析した。

研究成果の概要（英文）：This research is about the notion of the equity in the contract law and the 
consumer law. I focused on three topics. Firstly, the unfair contract temrs in the contract law, the
 labor law, and the lease law. Secondly, to take into consideration the vulnerability of the party 
of the contract, I focused on the revision of the consumer contract act and the notion of "l'abus de
 faiblesse" in French law. Finally, I have continued the study of the consumer law in French. 

研究分野：民法、消費者法、フランス法

キーワード： 定型約款　不当条項規制　フランス消費法　脆弱性の濫用　附合契約論　IoT　賃貸借契約　労働契約

  ２版

令和

研究成果の学術的意義や社会的意義
本研究課題では、定型約款規定の導入により今後の議論の進展が学界および実務で求められる約款論や不当条項
規制論につき、これまで十分な議論が存在しないフランス法の新規定との比較だけではなく、従来十分になされ
ていなかった賃貸借契約や労働契約との比較といった多様な観点から分析を行い、その成果を学会発表で行っ
た。また、成年年齢引下げや高齢者の消費者問題増加に伴い喫緊の課題である、消費者の「脆弱性」に着目した
法制度のあり方を検討した点でも社会的意義は大きい。さらに、これらの研究成果を日本での学会発表や論文公
表だけではなく、フランスの複数の大学での報告等で公表したことから、国際的学術交流にも資するものであ
る。

※科研費による研究は、研究者の自覚と責任において実施するものです。そのため、研究の実施や研究成果の公表等に
ついては、国の要請等に基づくものではなく、その研究成果に関する見解や責任は、研究者個人に帰属されます。



様 式 Ｃ－１９、Ｆ－１９－１、Ｚ－１９（共通） 
１．研究開始当初の背景 

2015年 3月に国会に提出された「民法の一部を改正する法案」および 2016年 5月に実現し

た消費者契約法改正では、従来の学説・実務において立法化が主張されていた契約法・消費者法

における多くの論点の立法化が断念された。一方、フランス法においては消費法典 L.212-1条に

おいて濫用条項規制の基準として設けられている当事者間の権利義務における「著しい不均衡

（déséquilibre significatif）」概念を軸に、この概念を具体化した消費法典の濫用条項リストを

用いた濫用条項規制が行われているのみならず、この概念を事業者間取引に適用される競争法

規定である商法典 L.442-6-Ⅰ条 2号、さらには 2016年の契約法改正オルドナンスの中に設ける

ことで対等当事者間取引においても当事者間の権利義務における不均衡是正という観点から契

約内容規制を行うという方向性が示された。また、民法典において相手方の脆弱性の濫用規定を

具体化した経済的強迫概念においても、当事者間の権利義務の「不均衡」が脆弱性の濫用によっ

て生じることを規制の重要な根拠としているように、意思表示の瑕疵という考え方だけではと

らえられない新たな不当勧誘関連法理を具体化する上で「不均衡」概念が重要な役割を果たして

いる。 

 

２．研究の目的 

 本研究は、従来の本研究代表者の研究（拙著『不当条項規制の構造と展開』（有斐閣、2010年）

をはじめとする複数の論文）で行ってきた制度論、立法論の観点だけではなく、不当条項規制や

状況の濫用法理、不招請勧誘法理のより十分な理論的根拠を確立すべく、これらの法理が必要と

されるのは契約当事者間の権利義務に「不均衡」が生じるということにあるのではないかという

仮説を立て、そこでの具体的な「不均衡」の内実を理論的に分析し、それを今後の立法・解釈に

よる具体化という形でフィードバックすることを目的としたものである。 

 

３．研究の方法 

まず、フランス民法典・消費法典・商法典の濫用条項規制で共通して用いられている「不均衡」

概念の意味およびその立法による客観化・具体化について網羅的に検討する（不当条項規制にお

ける「不均衡」概念の意義の検討）。この検討をふまえ、日本の定型約款規定の解釈論上の特徴

や限界を指摘し、論文の形で公表する。次に、日本における状況の濫用、不招請勧誘規定の実現

にあたって、フランス民法改正における経済的強迫概念の実現において、当事者間の権利義務の

「不均衡」という考え方がどのような影響を与えているか分析する（強迫規定の拡張法理におけ

る「不均衡」概念の理論的・実践的可能性）。これによって、日本における年齢や判断力の低下

といった「脆弱性」を捉える法理のあり方を模索する。最終的には「不均衡」概念が対等当事者

間契約においても参照に値することを、民法の定型約款規制や暴利行為法理、競争法における

「優越的地位の濫用」等を具体例として論証する（対等当事者間契約における「不均衡」概念の

理論的・実践的可能性）。 

 

４．研究成果 

 本研究課題では、以下の 5 つの観点から充実した研究成果をあげることができた。その中に

は研究開始当初には想定しなかった観点からの考察を深めたことによる成果もあり（1～5）、ま

た、研究開始当初に想定していた以上に国際研究交流の充実も見られる（6）。 

 

（1）契約内容規制における「不均衡」①－約款・不当条項規制にみる契約内容形成の「一方性」 



 研究開始当初は、日本の民法改正法で導入された定型約款規制の分析と、その比較対照である

フランス民法典 1171条（2016年のオルドナンスによる改正、のちに、2018年の認証法で追認

される）およびフランス民法典 1110条の附合契約の定義の分析に注力した。 

具体的には、第 1に 2016年のオルドナンスで導入されたフランス民法典 1110条の「附合契

約」概念についての学説の議論のみならず、この概念が 2018年の認証法による修正されたこと

をふまえ、フランスで濫用条項規制や不明確条項規制の対象範囲を画するために用いられてい

るこの概念がどのような意味を持っているか、言い換えれば、フランスで当事者間の「不均衡」

が生じる典型例として附合契約を念頭に置いていることの意味に着目した。その際、前提とされ

ている契約当事者間の債務・権利の「不均衡」は消費者契約と事業者間契約で同一なのかについ

ても考察した。これらの考察から、附合契約において、契約当事者の一方による契約内容形成の

「一方性」が問題となっており、その一方性が大量取引およびインターネット取引が通例である

現代においてどこまで許容されるかという観点が問題となることを導いた。 

 第 2 に、以上のフランス法研究と並行して、日本の民法改正法において設けられた「定型約

款」規制につき、約款の組み入れや約款に含まれる契約条項の内容規制の射程を「定型約款」に

絞ったことの妥当性とその意義について分析を行った。その結果、定型約款規制における徹底さ

れた契約内容形成の「定型性」「均一性」さらには「一方性」という視点が、定型約款規制にお

けるみなし合意要件の擬製された合意概念や、その否定という形での内容規制（民法 548 条の

2第 2項）を導いていることを示し、それを前提とした上でいかなる内容規制のあり方が適切な

のかを、中心条項規制のあり方や消費者契約法の不当条項規制との比較にも視野を広げた。 

 以上の成果については、まず日本国内では定型約款規制の解釈論や今後の課題を注釈書や論

文の形で公表した。同時に、日本の定型約款規制論について、フランス・パリ第 2大学での在外

研究中（2017年 9月から 2018年 8月）に、フランス国内の複数の大学でフランス語で報告し、

日仏の内容規制論を比較しながら議論を重ねることができた。フランス語で執筆した日本の定

型約款規制に関する論文は、2020年度中にフランス国内での公表を目指している。 

 また、定型約款規制のうち、特に定型約款の変更規定における「一方性」に着目し、日本でこ

こ数年に公表された裁判例をめぐる分析を行って評釈という形で公表した。定型約款の変更規

定については、フランス法における契約内容形成や変更についての「一方性」を学びながら、今

後別の研究課題で検討を深めていきたい。 

 さらに、フランスの特に附合契約概念の変遷に着目し、学術雑誌で成果を公表した。 

 

（2）契約内容規制における「不均衡」②－賃貸借契約、労働契約との比較 

 2018年 9月の在外研究終了後、複数の学会シンポジウムチームに参画させていただいたこと

を契機として、契約内容規制における「不均衡」について賃貸借契約と労働契約における同種の

問題にも検討の範囲を広げた。具体的には民法や消費者法が内容規制にあたって前提としてい

る契約当事者間の情報・交渉力の不均衡と、賃貸借契約における賃貸人と賃借人の関係、および、

労働契約における使用者と労働者の関係における不均衡とに違いがあるのかという根本的な課

題を念頭に置きながら、以下の点を検討した。 

 第 1に、賃貸借契約における金銭の授受を定める更新料特約や敷引特約の有効性については、

消費者契約法成立後は同法 10条に基づいて有効性が判断されている。これらの最高裁判決自体

の分析はこれまで本研究代表者も何度も取り組んでいるため、本研究課題ではこれらの判決を

嚆矢として、賃貸借契約と消費者契約の相違点をふまえた消費者契約法と借地借家法の関係や、

対価にほぼ等しいこれらの金銭授受を定める条項（いわゆる「中間条項」）の有効性判断にあた



って賃貸借契約における当事者間の「不均衡」がどのような意味を果たしているかについて分析

した。その成果は 2019年秋に開催された日本消費者法学会において報告した（予稿を雑誌でも

公表した）。さらに、この研究にあたり、フランスでは近年、居住賃貸借契約特別法と消費法典

の関係が問題とされていることから、この問題に関心を持って 2019年秋に渡仏した際に現地で

消費法研究者にインタビューを行った。フランス法については、賃貸借契約と消費者契約との関

係という観点から 2021年春に開催予定の日仏法学会で報告する予定である。 

 第 2 に、労働契約法における就業規則の合意要件と内容規制基準に関心をもち、同法では条

項内容の妥当性に疑問がある条項を「合意を否定する」という形で内容規制を行っているという

現状およびその課題について、定型約款規制や消費者契約法における内容規制と比較して分析

した。その際に、労働契約における当事者間の不均衡の内実につき、定型約款が前提としている

定型取引や消費者契約における当事者間の情報・交渉力の不均衡との違いをふまえてその独自

性がないか、探求した。成果は2019年秋に開催された日本労働法学会シンポジウムで報告した。 

 

（3）契約当事者の「脆弱性」と民法・消費者法 

 本研究代表者は高齢者や若年者といった、いわゆる「特に脆弱な」消費者を契約相手方の「脆

弱性」の濫用による契約締結の場面でいかに保護することができるかにつき、当事者間の権利・

義務に生じる「不均衡」という観点から具体的に取り組んだ。 

 第 1に、契約当事者の「脆弱性」の理由の 1つとして頻繁に指摘される「年齢」と取引の関係

に着目し、「年齢」は本当に「脆弱性」の理由となりうるのか、なりうるとすれば「年齢」を理

由に契約当事者を保護する制度のあり方としていかなる法理を設けることが適切なのかについ

て分析した。その際に、日本の成年年齢引き下げをめぐる法務省や消費者委員会での議論を丹念

に分析し、また、その議論へ応答する形で行われた 2018年の消費者契約法改正の批判的分析を

行うことにした。その結果、「年齢」だけを理由に一定の契約当事者を保護する法理を設けるこ

とは適切とはいえず、「年齢」ゆえの「脆弱性」につけ込まれて契約をさせられた結果生じる当

事者間の権利・義務の不均衡に着目すべきであることが導かれた。成果は「年齢」と取引をめぐ

る日仏比較論文を公表し、フランス・ポワティエ大学で開催された学術集会で報告を行った。 

 第 2に、契約当事者の「脆弱性」をより一般的に広い射程でとらえ、それを消費者契約法など

の消費者保護特別法、さらには民法典でどのような形で考慮することが妥当かにつき、解釈論お

よび立法論を展開した。具体的には、2016年・2018年の消費者契約法改正における「合理的な

判断をすることができない事情へのつけ込み」をめぐる議論を振り返り、その成果として実現し

た 2016年・2018年改正の問題点を抽出した。その一方で、フランス民法典 1143条の「従属性

の濫用」規定をめぐる学説や立法過程の議論、さらにはすでに「脆弱性の濫用」法理や「攻撃的

取引方法の禁止」規定を有している消費法典との関係を調査・分析した。日本の消費者契約法改

正の問題点については、前述したポワティエ大学での報告のほか、2018年 4月にフランスのセ

ルジー・ポントワーズ大学でも報告を行い、フランス語原稿を現地の学術雑誌に掲載することが

決定している（Revue International de Droit Comparé, 2020/2。校正済）。その一方で、フラン

ス民法典 1143条については法学志林で連載を開始した。 

 第 3 に、より根本的な問題として、脆弱な契約当事者の保護を民法典で行うことが適切なの

か否か（特別法の問題と言えるのかどうか）につき、以上の契約締結過程の勧誘規制のみならず、

日本の定型約款規制との関係、さらには民法改正論議における民法と消費者法の関係をめぐる

議論をふりかえるなどして包括的な検討を行った。その成果は、2019年10月にGaël Chantepie・

リール第 2大学教授およびMathias Latina・ニース・ソフィア・アンティポリス大学教授と共



同で日仏契約法改正研究会を開催し（法政大学現代法研究所会議室にて開催。なお、開催にあた

り、公益財団法人社会科学国際交流江草基金の助成を受けた）、その中でフランス語による報告

を行った。この報告原稿はフランスで出版される予定である（2020年秋出版予定。脱稿済）。 

 

（4）日仏消費法比較研究－様々な観点から 

 従来から本研究代表者が取り組んでいるフランス消費法研究を、これまで取り組んでいなか

った観点からさらに視野を広げて行った。これによって、第 1に、IoTやプラットフォームとい

った新技術によって生じる契約当事者間の権利・義務の「不均衡」は、紙媒体や口頭による契約

を前提としている現行法で取り組む際にどのような見直しを余儀なくされるのか、また、どのよ

うな特徴を有するかという、「不均衡を生じさせる新技術」という観点からの比較法研究を行う

ことができた。また、第 2に、特に消費者契約における当事者間の権利・義務の不均衡を是正す

るための制度論について、規制主体の多様性－行政機関や事業者団体、消費者団体の役割－とい

う観点からも考察を深めた。 

 第 1の点については、IoTと日本の消費者法の関係を、2019年 3月にフランス・アンジェ大

学で開催された研究会で報告した。また、フランスの Objet connectéをめぐる議論を日本の学

術雑誌で紹介し、日本が今後 IoT 技術の発展の中で取り組みを余儀なくされるであろう課題を

抽出した。さらに、プラットフォーム利用規約における個人情報取得に関する条項の不当性や、

利用契約の組み入れについてフランス法の状況をふまえて検討し、その一部を執筆・脱稿済みで

ある（2020年 4月以降にNBLおよび法学志林で公表予定）。 

 第 2の点については、不当条項規制における行政機関の役割に特に関心をもち、2018年の 5

月から 6月、および 2019年 9月にフランスの DGCCRFでヒアリングを行った。具体的には、

不当条項を排除する上で行政機関が果たすことができる役割につき、公私協働論という観点か

ら分析した。その成果の一部を青山学院大学消費者法研究会で 2019年 3月に報告し、修正を加

えて雑誌に投稿する予定である（2020年度中に公表される予定である）。フランス消費法の規制

主体や規制方法の多様性を包括的に分析した論文はすでに執筆・脱稿済みである。 

 

（5）事業者間契約における当事者間の「不均衡」について 

 以上の研究に加え、従来、対等な当事者間であることが前提されていたものの、近年では消費

者契約と類似する当事者間の情報・交渉力の格差やその結果生じる経済的不均衡の存在が指摘

されている事業者間契約について、事業者間契約における当事者間の不均衡是正にあたって消

費者契約法の適用によることが妥当といえるかという観点からも研究を行った。その際に、いわ

ゆる「消費者的事業者」の保護と民法・消費者法の関係をより浮き彫りにするフランチャイズ契

約と内職商法を取り上げて、論文を執筆した。フランスの「非事業者」や「消費者」概念もふま

えた分析も続けており、これについては 2020年度中に公表予定である。 

 

（6）以上の研究方法について 

 以上の研究を行うにあたり、文献調査に加え、フランスでのヒアリングや研究者との意見交換

を積極的に行う態勢が整ったことが特筆すべき点である。これは在外研究中に現地の民法・消費

法・民事訴訟法学者や法律実務家（行政機関の職員など）と出会ったことによる。 

 また、フランスをはじめとする複数の国際学術集会での報告や、日本での日仏比較研究会開催

といった、積極的な国際学術交流によって本研究課題は一層充実したものとなったことを付言

する。その成果もフランスでの雑誌や書籍への掲載という形で徐々に発信される予定である。 
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